
 

  

枚 方 市 空 家 等 対 策 計 画 【概 要 版】 
本計画の目的、基本方針と施策の体系、空き家・空き地に関する施策 

目的 安全かつ安心に暮らすことができる生活環境が確保されたまち 

基本 
方針 空き家・空き地の発生の未然防止と

所有者等による管理の促進 
空き家・空き地の活用 

管理不良な空き家・空き地の解消 

の促進 
市民等からの相談体制の整備 

本計画の推進 
【計画の推進体制】 

○空き家・空き地に関する総合相談

窓口や「空き家対策検討委員会」、

「枚方市空家等対策協議会」を設

置する。 

○他の行政機関、専門家団体等と連

携する。 

【計画の進行管理】 

○「枚方市空き家対策検討委員会」

や「枚方市空家等対策協議会」で

評価・検証の上、随時必要に応じ

て見直す。 

○「特定空家等や特定空き地等の改

善率（毎年）」や「空き家率（5年

毎）」の推移を管理する。 

啓発や情報提供 
建物の良質化や

長寿命化の促進 

空き家・空き地

の情報の集約 

空き家・空き地

の活用の仕組み

づくり 

空き家・空き地

の適正管理に関

する支援 

特定空家等・特

定空き地等の所

有者を対象とし

た取組 

市民等からの空き家・空き地に関す

る相談体制の整備 

施策

の 
方向

性 
空き家・空き地の新たな発生を未然に

防止することや適正に管理することが

重要であるため、次のような施策を実

施する。 

○ホームページや広報誌などを活用し

た施策や制度などの情報の発信 

○適正管理や各種支援制度に関するパ

ンフレットの作成・配布 

○納税通知書を活用した土地・建物の

所有者等に対する適正管理等の情報

提供 

○専門家団体等と連携したセミナーや

相談会の開催 

○一戸建ての木造住宅の耐震化への支

援 

○高齢者や障害者が居住する住宅のバ

リアフリー化への支援 

施策       
主な

施策      空き家・空き地を活用することは管理

不良化の防止だけでなく、地域の活性

化等につながるため、次のような施策

を実施する。 

○空き家・空き地に関連する情報の収

集及び情報のデータベース化 

○専門家団体等との連携により、空き

家・空き地の所有者等や利用希望者

を支援 

○空き家・空き地の所有者等とまちづ

くりや地域の活性化、公共的課題の

解決に取り組む団体・グループ等と

のマッチング ＜図１＞ 

○一般社団法人 移住･住みかえ支援機

構との連携による｢マイホーム借上

げ制度｣の活用促進 

○国等の取り組みとの連携の検討 

空き家・空き地の所有者等の責任にお

いて、適正に管理がされるよう促すた

め、次のような施策を実施する。 

 

○NPOや事業者等との連携による適正

管理の支援 ＜図２＞ 

○耐震性不足の住宅の除却支援 

○特定空家等・特定空き地等となるこ

とを防止するため、法や本市条例に

基づく所有者等に対する助言、指導 

○特定空家等・特定空き地等の所有者

等に対し、強く適正管理等を促すと

ともに、適切な措置を行う 

空き家・空き地に関する相談は、安全

面・衛生面・防犯面での不安や活用に

関することなど、多岐にわたることか

ら、次のような施策を実施する。 

○総合相談窓口の設置 

○大阪の住まい活性化フォーラムとの

連携 

空き家・空き地

の所有者等 
地域住民等 

内容に応じた相談先が対応 

総合相談窓口 

担当部署（市） 

 

・保安 ・衛生 

・防犯 ・景観 

・活用等の支援 

などの相談対応 

大阪の住まい 

活性化フォーラム 

・建築 ・不動産 

・相続 ・法律 

・住宅の保険 

などの相談対応 

相談 

本市の空き家の現状 
○空家等※・空き長屋の件数 

→3,721件 

○空家等※・空き長屋率 

→約 3.9％ 

↪平成 28・29年度に実施した空家

等実態調査結果による 

 

※空家等対策の推進に関する特別措

置法に規定する「空家等」をいう。 

枚方市 

空き家・空き地の情報を集約する。 

○地域住民等からの情報提供 

○実態調査・意向調査の結果から

情報収集 

空き家・空き地の所有者等 

相談 相談 

活用希望の把握 情報発信・支援 

＜図１＞ 空き家・空き地の活用の仕組み 

マッチング 

枚方市 

相談 相談 

情報発信 契約 

＜図２＞ NPOや事業者等との連携による適正管理の支援 

空き家・空き地の所有者等 

NPO・事業者等 

サービス内容等について協定 

提供するサービス内容例 

・外観目視による点検 

・郵便物整理 ・建物内の通気等 

・点検報告書の送付    など 

空き家の利用希望者 

まちづくりや地域の活性

化、公共的課題の解決に取

り組む団体・グループ等 

本計画について 
○今後も増加し続けることが見込ま

れる空き家・空き地への対策を総

合的かつ計画的に推進するため作

成する。 

○空家等対策の推進に関する特別措

置法に基づく、「空家等対策計画」

として作成する。 

○本計画の期間は平成 29 年度から

平成 33年度までの 5年間とし、

対象地区は「市内全域」とする。 


